
きくたけ・しょうぞう　 年東大農
卒、損保ジャパンに入社。主に自動車
販売ディーラー向けの損害保険営業に
従事した後、 年より丸紅経済研究所
に出向し、日本経済、自動車産業の調
査を担当。 年よりＳＯＭＰＯ未来研
究所に出向、マクロ経済やデジタル通
貨の調査、企業の生産性などのデータ
分析に従事。

コロナ禍で広がるナウキャスティング　㊥

指南役　菊武　省造さん　（ＳＯＭＰＯ未来研究所　主任研究員）

日米の政策決定に活用
高精度予測に市場注目

　統計改善で立案・実行タイムリーに　ＳＮＳから鉱工業生産予測　

　米国でもナウキャスティング
で経済指標の速報性を高める取
り組みが進んでいます。
　アトランタ連銀は 年から
米国の国内総生産（ＧＤＰ）の
予測値「ＧＤＰＮｏｗ」を公表
しています。ＧＤＰ推計に使わ
れる個々の指標が更新される都
度、ＧＤＰ予測値を更新し、速
報性を高めています。民間デー
タを用いているものではありま
せんが、足元の経済情勢をいち
早く把握できる予測値として金
融市場が注視しています。
　米国の連銀を統括する連邦準
備理事会（ＦＲＢ）もナウキャ
スティングに関する研究を公表
しています。 年に公表したレ
ポートではニュース記事と金融
市場のセンチメントの関係性に
ついて分析しており、記事内容
のポジティブ度合いとネガティ

　速報性の高い民間データを活
用して社会・経済の情勢を分析
するナウキャスティングへの取
り組みは、日本では 年代か
ら本格的に進んできました。
　経済政策を立案するためには
現状分析が欠かせませんが、公
的な経済統計はまとまるまで時
間がかかります。足元の状況を
タイムリーに把握できないと、
即時性や弾力性が求められる政
策の立案や実行が後手に回って
しまう懸念もあります。近年は
エビデンスに基づく政策立案
（ＥＢＰＭ：Ｅｖｉｄｅｎｃｅ　Ｂａｓｅｄ　
Ｐｏｌｉｃｙ　Ｍａｋｉｎｇ）の要請が高ま
ったこともあり、日本ではビッ
グデータの活用を含む公的統計
改革が始まりました。
　 年 月、内閣官房に「ＥＢ
ＰＭのニーズに対応する経済統
計の諸課題に関する研究会」が
設置され、同年 月の経済財政
諮問会議で新たなデータ源とし

て民間企業が保有するビッグデ
ータなどを活用する方針を盛り
込んだ「統計改革の基本方針」
が公表されました。その後、総
務省中心に国内総生産（ＧＤＰ）
統計の基礎となる統計の改善や
官民データの活用促進、人材確
保などが図られています。
　ナウキャスティングについて
は経済産業省も積極的に取り組
んでいます。野村証券と 年に
共同開発した「ＳＮＳ×ＡＩ景
況感指数」と「ＳＮＳ×ＡＩ鉱
工業生産予測指数」は、ＳＮＳ
（交流サイト）の「ツイッター」
の投稿内容から景況感と鉱工業
生産を予測するものです。「今
週は残業で疲れた」など景況感
を示す膨大な量のツイートを人
工知能（ＡＩ）で収集・解析し、
株価や為替などのデータとあわ
せて指数を算出します。既存の
統計は集計に１カ月以上かかる
のに対し、１週間で集計・予測

が可能で、その精度も高いこと
が確認されています。
　経産省は 年２月に家電量販
店の販売動向を把握する試験調
査を行い、ＰＯＳデータの活用
で調査項目を精緻化し、月次デ
ータから週次データへ速報性を
高めたと公表しています。対象
をコンビニやスーパーなどにも
拡大した「ＭＥＴＩＰＯＳ小売
販売額指標［ミクロ］」は、内
閣府の月例経済報告などの景気

判断材料として活用されていま
す。これらの指標は 年 月に
公開された「Ｂｉｇ　Ｄａｔａ　ＳＴＡＴＳ
ダッシュボード（β版）」に掲
載されています。
　日銀は新型コロナ感染症対策
による景況の変化をすみやかに
捉えるために、ナウキャスティ
ングを用いています。四半期ご
とに日本経済や物価の見通しを
示す展望レポートでは 年７月
版以降、前述のＰＯＳを活用し

ブ度合いを測定し、発行後 週
間にわたって取引価格に影響す
るという研究結果を報告しまし
た。 年には匿名化されたクレ
ジットカードの決済情報から消
費支出を地域別に日次で把握し
て、甚大な被害をもたらしたハ
リケーン「ハービー」（ 年８
月）と「イルマ」（同年９月）
の消費行動への影響を定量的に
分析しました。
　新型コロナウイルスの感染拡
大を受けて、足元の経済情勢を
いち早く把握するために、ナウ
キャスティングの実用化も進み
ました。米国で感染が急拡大し
た 年３月には、ニューヨーク
連銀が開発した「週次経済指数」
が注目を集めました。小売業売
上高と消費者信頼感指数、新規
失業保険申請件数、鉄鋼生産、
電力消費などの指標を合成して

作成される景況感を示すもの
で、週間の１次速報値が翌週の
火曜日には発表されるため、従
来の統計指標よりもはるかに早
く足元の経済情勢を確認するこ
とができます。
　その他の連銀も民間データを
活用し経済情勢をタイムリーに
示すダッシュボードをホームペ
ージで公開しています。例えば

ダラス連銀では携帯電話の位置
情報データを分析した経済指数
「ＭＥＩ（Ｄａｌｌａｓ　Ｆｅｄ　Ｍｏｂｉｌｉｔｙ　
ａｎｄ　Ｅｎｇａｇｅｍｅｎｔ　Ｉｎｄｅｘ）」を公
表するなど、各地域の経済情勢
を高い精度で即時に把握して、
活用する取り組みが見受けられ
ます。
　米国の金融政策を決定する連
邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）

た家電販売データや、携帯電話
の位置情報に基づく店舗や娯楽
施設の混雑状況、飲食店予約管
理システム「ＴａｂｌｅＣｈｅｃｋ」の
飲食店来店件数、リクルートジ
ョブズが公表するパート募集時
平均時給などのデータを分析し
ています。
　 年 月に日銀が東京大学と
共同開催したビッグデータフォ
ーラムでは、携帯電話の位置情
報データや交通移動データ、倒
産・返済延滞データ、ニュース
記事を中心とするテキストデー
タ、クレジットカード取引デー
タなどを経済分析に活用した事
例が紹介されました。
　公的統計やヒアリングなどの
伝統的な調査手法に加えて、ナ
ウキャスティングを補完的に組
み合わせて政策決定の判断に生
かしていくことが重要であると
いう認識が広がり、活用が進ん
でいます。

では、 年６月の会合でクレジ
ットカード決済情報などのデー
タ分析を根拠として、国内の個
人消費は底を打った兆しがある
との情勢判断が示されました。
ＦＲＢのパウエル議長は、同年
７月の記者会見で、民間のビッ
グデータを用いたナウキャステ
ィングについて、「我々は今、
注視している」「（金融政策判
断における）重要性がこれまで
になく高まっている」と言及し
ました。
　ＦＲＢでは、雇用・生産関連
データや電力需要データを活用
して、新型コロナウイルスのパ
ンデミック（世界的大流行）が
経済に与える影響を分析する研
究を多数公表しています。ナウ
キャスティングの実用化が急速
に進んでいる様子がうかがえま
す。

　米ＧＤＰ予測値や週次経済指数などに注目　ＦＲＢも研究・活用


